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②運搬方法

各施設への運搬は、陸上輸送及び海上輸送により行う(表 -4-(2)二 3)。

■陸上輸送

県内施設及び東北地方の一部施設への2次仮置き場からの運搬は、陸上輸送とする。

■海上輸送

中間処理施設では、一次仮置き場からの搬入車両及び二次仮置き場からの搬出が予定されておりt陸上輸送のみで搬

出を行うと周辺道路の交通渋滞を招く。そこで、二次仮置場から搬出する廃棄物のうち、一部を海上輸送|ごより搬出する

ことにより、交通渋滞の緩和を図る。
・ 二次仮置場から搬出する廃棄物のうち、青森県、岩手県、秋田県、宮城県、山形県、栃木県、茨城県内の施設に

搬出するのは陸上輸送とし、それ以外の県の施設に搬出する場合は海上輸送とする。(表 -4-(2)-3)

。 二次仮置場での船への積込場所は、雲雀野中央埠頭南側、雲雀野北埠頭とする。(図 -4-(2)-1)

・ 積込時の荷姿はコンテナ、フレコンとし、積込時や搬出先バースでの荷下ろし時の廃棄物飛散防止を図る。
・ 海上輸送の船は、コンテナ船、ガット船とし、799t、 499tクラスとする。(写真-4-(2)-1)

・ 各搬出先施設近隣の各バースまで上記船により海上輸送する。       ｀
・ 荒天によリバースが使えない場合は、石巻港内港の代替バースの確保や車両、鉄道による陸上輸送方法の確保

により、廃棄物の搬出が滞らないようにする。

これらにより、陸上輸送に伴う交通渋滞を防止する。

表-4-(2)-3海上輸送 搬出先リスト
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杉田建材株式会社 千葉県 安定型廃棄物
袖ヶ浦港

市原エコセメント株式会社 千葉県 焼却灰

明星セメント株式会社 新潟県 焼却灰 姫川港

大栄環境株式会社 大阪府 管理型廃棄物 (コンテナ) 堺港/神戸港

オオノ開嚢株式会社 愛媛県 管理型廃棄物 三島港/り‖之江港

光和精鉱株式会社 福岡県 飛灰
北九州港

株式会社スカラベサクレ 福岡県 安定型廃棄物

株式会社大分エメラルド 大分県 管理型廃棄物 大分港

写真-4-(2)-1搬出する船舶の例
(コンテナ船)

写真-4-(2)-2搬出する船舶の例
(一般貨物船)
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③最終処分費用

表-4-(2)-4に最終処分費を示す。上記リサイクル計画を実施することで、副生成物を全量管理型処分する場合に比べ、
最終処分費用で 173.9億円の費用低減になる。(リサイクル費用や細粒分洗浄費は考慮せず)

表-4-(2)-4リサイクル率と費用比較

破砕選別 不燃物 安定型品目 341千トン 安定型処分 管理型処分

細粒分

肝
40mm未満 702千トン 管理型処分

再利用可能な土砂 491千トン 再利用

水処理後の脱水ケーキ 211千トン 管理型処分

焼却・

ノνオマス発電

焼却灰 木くず、可燃物の焼却残澄 171 千トン セメント原料化 管理型処分

焼却飛廃 木くず、可燃物の飛灰 37千トン 溶融骨剤化、精錬 管理型処分

合計 1,251千 トン

最終処分量費計 97.6億円 275.2億円

処分単価(運賃除く)安定型処分    :15,000円 /トン
管理型処分    :22,000円 /トン
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災害廃棄物等に放射性物質が含まれている場合、最終処分する副生成物にも放射性物質が含有する恐れがある。

このため、災害廃棄物等の放射能を測定し、放射性物質の有無を把握することが必要となる。協議になるが、現在考え

られる対策は下記のとおりである。

①災害廃棄物等の放射能測定

既に仮置きされている災害廃棄物等を搬出する時には、着手前に、災害廃棄物等の種類ごとに放射性物質の核種(セ

シウム 134及びセシウム 137)の放射能濃度分析、空間線量率の双l定を行い、搬出に影響の無いことを確認する。
この結果を用いて、放射能濃度と空間放射線量率との相関関係を把握する。

2012年 1月以降の施設稼動後については、搬出前の焼却灰、焼却飛灰、可燃物、不燃物、木くず、コンクリートガラ、ア
スファルトガラ、津波堆積物に関して、放射濃度、空間線量率を測定し、記録・保管し、相関関係を把握する。

日常管理として、各ヤードにおいて廃棄物の山ごとに最低2箇所、災害廃棄物の地表からlmの空間線量測定を行う(1

回/日 )。 これにより、搬出する廃棄物の放射能について日々把握することができ、搬出の可否を速やかに判断することが

できる。

放射性物質(セシウム)の核種分析は、月 1回 (はじめの lヶ月は週1回 )行い、随時相関関係の見直しを行う。

場外搬出廃棄物に関しては、搬出後のトレーサビリティー(追跡調査)が容易なように、測定結果と搬出先が―目でわか

るように記録・保管する6(表-4-(3)-1「放射線量測定結果表(例 )」 )。

②焼却灰及び不燃物の取り扱い

環境省事務連絡(平成 23年 6月 28日付)「一般廃棄物焼却施設における焼却灰の測定及び当面の取扱いについて」
及び環境省(平成 23年 6月 23日 付)「福島県内の災害廃棄物の処理の方針」を準用し、放射性セシウム濃度(セシウ
ム 134とセシウム 137の合計値)8000ベクレル/kg未満の場合は各処理施設に搬出する。
コンクリートガラなどの再生市場に流通する前にクリアランスレベルの設定に用いた基準(10μ SV/年 )以下になるような

セシウムの放射能濃度の確認を行う。濃度の管理値に関しては、関係機関と協議する。

8000ベクレル/kgを超過した場合、他の廃棄物と分け、遮水シートで覆い、敷地内南側に仮保管するとともに、空間線
量率の測定を行い、管理区域として、一般作業員の立入禁止措置を図る。なお、搬出先も含めた廃棄物の取扱につい

ては、速やかに関係機関と協議を行う。

10,000ベクレル/kgを超える場合には、電離放射線障害防止規則に従い、管理区域を設定するなど、作業員の安全を

確保する。

上記①、②の対策により作業員の安全性を確保するとともに災害廃棄物搬出先での周辺環境への影響を防止する。

表-4-(3)-1放射線量測定結果表 (例 )
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